
様式1

政策ごとの決算との対応について（総括表）　

(所管）総務省 （単位：千円）

備考

1,162,706 - - - - 1,162,706 1,023,499 - 139,206 - - - - - - - - - -

適正な行政管理の実施 182,485 - - - - 182,485 155,827 - 26,657 - - - - - - - - - -

行政評価等による行政制度・運営
の改善

980,221 - - - - 980,221 867,672 - 112,548 - - - - - - - - - -

15,571,703,546 2,289,313 - - - 15,573,992,859 15,570,245,953 1,383,834 2,363,071 52,270,637,008 342,995,100 - - - - 52,613,632,108 51,978,559,300 251,143,019 383,929,788

分権型社会にふさわしい地方行
政体制整備等

412,138 74,917 - - - 487,055 356,547 - 130,507 - - - - - - - - - -

地域振興（地域力創造） 4,097,676 2,214,396 - - - 6,312,072 2,717,034 1,383,834 2,211,203 - - - - - - - - - -

地方財源の確保と地方財政の健
全化

15,567,154,570 - - - - 15,567,154,570 15,567,141,938 - 12,631 49,734,234,408 342,995,100 - - - - 50,077,229,508 49,573,335,799 251,143,019 252,750,689

分権型社会を担う地方税制度の
構築

39,162 - - - - 39,162 30,433 - 8,728 2,536,402,600 - - - - - 2,536,402,600 2,405,223,501 - 131,179,098

201,283 - 63,183,707 - - 63,384,990 59,832,965 - 3,552,024 - - - - - - - - - -

選挙制度等の適切な運用 201,283 - 63,183,707 - - 63,384,990 59,832,965 - 3,552,024 - - - - - - - - - -

一般会計
平成29年10月6日
予備費使用決定
          　　  63,183,707千円

電子政府・電子自治体 57,912,342 31,180,633 - - - 89,092,975 56,334,921 25,420,025 7,338,028 - - - - - - - - - -

電子政府・電子自治体の推進 57,912,342 31,180,633 - - - 89,092,975 56,334,921 25,420,025 7,338,028 - - - - - - - - - -

113,417,675 14,156,281 - - - 127,573,956 104,427,638 13,911,002 9,235,315 273,187 150,898 - - - - 424,085 139,516 231,106 53,462

<7,955,525> の内数 <798,431> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <8,753,956> の内数 <5,526,995> の内数 <2,845,974> の内数 <380,986> の内数

情報通信技術の研究開発・標準
化の推進

40,778,694 1,395,051 - - - 42,173,745 41,811,500 - 362,244 - - - - - - - - - -
一般会計
文部科学省所管から移替
               　  20,364千円

情報通信技術高度利活用の推進 7,327,405 7,621,125 - - - 14,948,530 11,339,161 2,578,356 1,031,012 222,948 47,075 - - - - 270,023 50,080 194,241 25,701

一般会計
内閣府所管から移替
                　 11,467千円
東日本大震災復興特別会計
復興庁所管から移替
　　　　 　　 　222,948千円

放送分野における利用環境の整
備

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

<7,955,525> の内数 <798,431> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <8,753,956> の内数 <5,526,995> の内数 <2,845,974> の内数 <380,986> の内数

情報通信技術利用環境の整備 - - - - - - - - - 50,239 103,823 - - - - 154,062 89,436 36,865 27,761

<7,955,525> の内数 <798,431> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <8,753,956> の内数 <5,526,995> の内数 <2,845,974> の内数 <380,986> の内数

電波利用料財源による電波監視
等の実施

63,078,617 5,140,105 - - - 68,218,722 49,611,130 10,834,829 7,772,762 - - - - - - - - - -
一般会計
内閣府所管から移替
　　 　　  　　　645,000千円

ＩＣＴ分野における国際戦略の推
進

2,232,959 - - - - 2,232,959 1,665,845 497,817 69,296 - - - - - - - - - -

郵政行政 427,250 - - - - 427,250 420,909 - 6,340 - - - - - - - - - -

郵政民営化の着実な推進 427,250 - - - - 427,250 420,909 - 6,340 - - - - - - - - - -

325,306,689 2,224,579 - - - 327,531,268 313,510,824 4,664,757 9,355,686 1,184,497 5,144,298 - - - 14,779 6,343,574 3,061,007 920,286 2,362,280

一般戦災死没者追悼等の事業の
推進

565,113 - - - - 565,113 502,992 - 62,120 - - - - - - - - - -

恩給行政の推進 280,345,318 - - - - 280,345,318 272,157,791 - 8,187,526 - - - - - - - - - -

公的統計の体系的な整備・提供 31,280,542 188,844 - - - 31,469,386 29,328,453 1,535,659 605,273 - - - - - - - - - -

消防防災体制の充実強化 13,115,716 2,035,735 - - - 15,151,451 11,521,587 3,129,098 500,765 1,184,497 5,144,298 - - - 14,779 6,343,574 3,061,007 920,286 2,362,280

一般会計
内閣府所管から移替
　　　　　　　　　16,143千円
東日本大震災復興特別会計
復興庁所管から移替
       　　　   1,184,497千円

58,563 - - - - 58,563 25,999 - 32,563 - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

公害紛争の処理 <58,563> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <58,563> の内数 <25,999> の内数 <-> の内数 <32,563> の内数

- - - - - - - - - - - - - - - - - - -

土地利用の調整 <58,563> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <58,563> の内数 <25,999> の内数 <-> の内数 <32,563> の内数

16,078,145,579 50,649,239 63,183,707 - - 16,191,978,525 16,111,349,707 48,225,594 32,403,223 52,272,094,692 348,290,296 - - - 14,779 52,620,399,767 51,981,759,824 252,294,411 386,345,531

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段<　>外書きは、複数政策にまたがる計数（例：施設整備費等）及び複数の施策にまたがると整理できる計数であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。
３．交付税及び譲与税配付金特別会計及び東日本大震災復興特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。
４．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
５．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

合　　　　　　　計

流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額
政策評価体系

一般会計
前年度繰越額

特別会計
流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額

東日本大震災復興特別会計
復興庁所管から移替
　　　　　 　　  　50,239千円

歳出予算額 差引額翌年度繰越額 差引額 歳出予算額 予備費使用額 予算総則の規定による経費増額前年度繰越額 予備費使用額

行政改革・行政運営

地方行財政

選挙制度等

情報通信（ＩＣＴ政策）

国民生活と安心・安全

公害等調整委員会の任務の遂行



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

１ 行政改革・行政運営 1,162,706 - - - - 1,162,706 1,023,499 - 139,206

総務本省 行政管理実施費 行政管理の実施に必要な経費 131,173 - - - - 131,173 109,955 - 21,217
管区行政評価局 行政評価等実施費 行政管理の実施に必要な経費 51,312 - - - - 51,312 45,871 - 5,440
総務本省 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 138,245 - - - - 138,245 119,592 - 18,652
管区行政評価局 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 841,976 - - - - 841,976 748,080 - 93,895

２ 地方行財政 15,571,703,546 2,289,313 - - - 15,573,992,859 15,570,245,953 1,383,834 2,363,071

(1)分権型社会にふさわしい地方
行政体制整備等

総務本省 地方行政制度整備費 地方行政制度の整備に必要な経
費

412,138 74,917 - - - 487,055 356,547 - 130,507

地域振興費 地域振興に必要な経費 4,097,676 2,214,396 - - - 6,312,072 2,717,034 1,383,834 2,211,203
地方財政制度整備費 地方財政制度の整備に必要な経

費
50,770 - - - - 50,770 38,138 - 12,631

地方交付税交付金 地方交付税交付金財源の交付税
及び譲与税配付金特別会計へ繰
入れに必要な経費

15,434,303,800 - - - - 15,434,303,800 15,434,303,800 - -

地方特例交付金 地方特例交付金財源の交付税及
び譲与税配付金特別会計へ繰入
れに必要な経費

132,800,000 - - - - 132,800,000 132,800,000 - -

(4)分権型社会を担う地方税制度
の構築

総務本省 地方税制度整備費 地方税制度の整備に必要な経費 39,162 - - - - 39,162 30,433 - 8,728

３ 選挙制度等 201,283 - 63,183,707 - - 63,384,990 59,832,965 - 3,552,024

選挙制度等の整備に必要な経費 201,283 - - - - 201,283 152,420 - 48,862
衆議院議員総選挙に必要な経費 - - 62,519,468 - - 62,519,468 59,307,561 - 3,211,906

平成29年10月6日
予備費使用決定
　　　　　　62,519,468千円

最高裁判所裁判官国民審査に必
要な経費

- - 664,239 - - 664,239 372,982 - 291,256

平成29年10月6日
予備費使用決定
　　　　　　　　664,239千円

４ 電子政府・電子自治体 57,912,342 31,180,633 - - - 89,092,975 56,334,921 25,420,025 7,338,028

(1)電子政府・電子自治体の推進 総務本省 電子政府・電子自治体
推進費

電子政府・電子自治体の推進に必
要な経費

57,912,342 31,180,633 - - - 89,092,975 56,334,921 25,420,025 7,338,028

５ 情報通信（ＩＣＴ政策） 113,417,675 14,156,281 - - - 127,573,956 104,427,638 13,911,002 9,235,315
<7,955,525> の内数 <798,431> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <8,753,956> の内数 <5,526,995> の内数 <2,845,974> の内数 <380,986> の内数

情報通信技術の研究開発の推進
に必要な経費

4,963,743 1,395,051 - - - 6,358,794 6,161,183 - 197,610

情報通信技術分野の技術戦略に
必要な経費

2,355,222 - - - - 2,355,222 2,192,781 - 162,440

南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 18,674 - - - - 18,674 16,609 - 2,064 文部科学省所管から移替
                   18,674千円

国立研究開発法人情報
通信研究機構運営費

国立研究開発法人情報通信研究
機構運営費交付金に必要な経費

33,396,365 - - - - 33,396,365 33,396,365 - -

国立研究開発法人情報
通信研究機構施設整備
費

国立研究開発法人情報通信研究
機構施設整備に必要な経費

43,000 - - - - 43,000 42,872 - 127

総合通信局 南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 1,690 - - - - 1,690 1,688 - 1 文部科学省所管から移替
                    1,690千円

(2)情報通信技術高度利活用の
推進

情報通信技術高度利活
用推進費

情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

7,273,938 7,621,125 - - - 14,895,063 11,296,001 2,578,356 1,020,705

沖縄振興推進調査費 沖縄振興推進調査に必要な経費 11,467 - - - - 11,467 11,008 - 458 内閣府所管から移替
　　　　　　　　　11,467千円

総合通信局 情報通信技術高度利活
用等推進費

情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

42,000 - - - - 42,000 32,151 - 9,848

総務本省

事項 歳出予算額 前年度繰越額

(3)地方財源の確保と地方財政の
健全化

総務本省 選挙制度等整備費

備考

(1)適正な行政管理の実施

(2)行政評価等による行政制度・
運営の改善

支出済歳出額

(2)地域振興（地域力創造） 総務本省

差引額翌年度繰越額政策評価体系 組織 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額

総務本省

(1)情報通信技術の研究開発・標
準化の推進

総務本省 情報通信技術研究開発
推進費

項

(1)選挙制度等の適切な運用



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

事項 歳出予算額 前年度繰越額 備考支出済歳出額 差引額翌年度繰越額政策評価体系 組織 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額項

- - - - - - - - -
(3)放送分野における利用環境の
整備

総務本省 情報通信技術利用環境
整備費

情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<7,935,345> の内数 <798,431> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <8,733,776> の内数 <5,509,429> の内数 <2,845,974> の内数 <378,372> の内数

- - - - - - - - -
総合通信局 情報通信技術高度利活

用等推進費
情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<20,180> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <20,180> の内数 <17,565> の内数 <-> の内数 <2,614> の内数

- - - - - - - - -
(4)情報通信技術利用環境の整
備

総務本省 情報通信技術利用環境
整備費

情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<7,935,345> の内数 <798,431> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <8,733,776> の内数 <5,509,429> の内数 <2,845,974> の内数 <378,372> の内数

- - - - - - - - -
総合通信局 情報通信技術高度利活

用等推進費
情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

<20,180> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <20,180> の内数 <17,565> の内数 <-> の内数 <2,614> の内数

電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

46,859,982 4,822,720 - - - 51,682,702 33,764,566 10,834,829 7,083,307

電波利用料財源電波利用技術の
研究開発等に必要な経費

12,222,977 317,384 - - - 12,540,361 12,274,308 - 266,053

科学技術イノベーション
創造推進費

科学技術イノベーション創造推進
に必要な経費

645,000 - - - - 645,000 639,373 - 5,626 内閣府所管から移替
     　           645,000千円

総合通信局 電波利用料財源電波監
視等実施費

電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

3,350,658 - - - - 3,350,658 2,932,883 - 417,774

(6)ＩＣＴ分野における国際戦略の
推進

総務本省 情報通信国際戦略推進
費

情報通信技術の国際戦略に必要
な経費

2,232,959 - - - - 2,232,959 1,665,845 497,817 69,296

６ 郵政行政 427,250 - - - - 427,250 420,909 - 6,340

(1)郵政民営化の着実な推進 総務本省 郵政行政推進費 郵政行政の推進に必要な経費 427,250 - - - - 427,250 420,909 - 6,340
７ 国民生活と安心・安全 325,306,689 2,224,579 - - - 327,531,268 313,510,824 4,664,757 9,355,686

(1)一般戦災死没者追悼等の事
業の推進

総務本省 一般戦災死没者追悼等
事業費

一般戦災死没者の追悼等に必要
な経費

565,113 - - - - 565,113 502,992 - 62,120

文官等に対する恩給支給に必要な
経費

8,787,531 - - - - 8,787,531 8,483,251 - 304,279

旧軍人遺族等に対する恩給支給
に必要な経費

270,479,177 - - - - 270,479,177 262,608,937 - 7,870,239

恩給支給事務に必要な経費 1,078,610 - - - - 1,078,610 1,065,602 - 13,007
統計調査費 統計調査等の実施に必要な経費 23,608,924 188,844 - - - 23,797,768 21,656,835 1,535,659 605,273
独立行政法人統計セン
ター運営費

独立行政法人統計センター運営費
交付金に必要な経費

7,671,618 - - - - 7,671,618 7,671,618 - -

消防防災体制等の整備に必要な
経費

12,503,926 2,035,735 - - - 14,539,661 10,919,172 3,129,098 491,390

消防防災体制等の整備に係る技
術研究開発に必要な経費

595,647 - - - - 595,647 587,176 - 8,470

科学技術イノベーション
創造推進費

科学技術イノベーション創造推進
に必要な経費

16,143 - - - - 16,143 15,238 - 904 内閣府所管から移替
      　　        16,143千円

８ 58,563 - - - - 58,563 25,999 - 32,563

- - - - - - - - -
(1)公害紛争の処理 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 <58,563> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <58,563> の内数 <25,999> の内数 <-> の内数 <32,563> の内数

- - - - - - - - -
(2)土地利用の調整 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 <58,563> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <58,563> の内数 <25,999> の内数 <-> の内数 <32,563> の内数

16,078,145,579 50,649,239 63,183,707 - - 16,191,978,525 16,111,349,707 48,225,594 32,403,223

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段<　>外書きは、複数政策にまたがる計数（例：施設整備費等）及び複数の施策にまたがると整理できる計数であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
４．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

(2)恩給行政の推進 総務本省 恩給費

合　　　　　　　計

(3)公的統計の体系的な整備・提
供

総務本省

(4)消防防災体制の充実強化 消防庁 消防防災体制等整備費

公害等調整委員会の任務の遂行

(5)電波利用料財源による電波監
視等の実施

総務本省 電波利用料財源電波監
視等実施費



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管）内閣府、総務省及び財務省　　（会計）交付税及び譲与税配付金特別会計 （単位：千円）

52,016,246,023 342,995,100 - - - - 52,359,241,123 51,724,168,315 251,143,019 383,929,788

地方財源の確保と地方財
政の健全化

地方交付税交付金 地方交付税交付金に必要な経費

16,329,803,800 - - - - - 16,329,803,800 16,329,803,800 - -

東日本大震災復興に係る地方交付
税交付金に必要な経費

346,352,583 342,995,100 - - - - 689,347,683 438,204,664 251,143,019 -

地方特例交付金 地方特例交付金に必要な経費

132,800,000 - - - - - 132,800,000 132,800,000 - -

国債整理基金特別会計
へ繰入

国債整理基金特別会計へ繰入れに
必要な経費

32,670,887,040 - - - - - 32,670,887,040 32,418,136,350 - 252,750,689

分権型社会を担う地方税
制度の構築

地方譲与税譲与金 地方揮発油譲与税譲与金に必要な
経費

256,000,000 - - - 2,402,915 - 258,402,915 258,402,915 - -

石油ガス譲与税譲与金に必要な経
費

8,300,000 - - - 62,684 - 8,362,684 8,362,684 - -

自動車重量譲与税譲与金に必要な
経費

256,000,000 - - - 10,014,602 - 266,014,602 266,014,602 - -

航空機燃料譲与税譲与金に必要な
経費

14,900,000 - - - 17,055 - 14,917,055 14,917,055 - -

特別とん譲与税譲与金に必要な経
費

12,500,000 - - - - - 12,500,000 12,351,825 - 148,174

地方法人特別譲与税譲与金に必要
な経費

1,988,700,000 - - - △ 12,497,256 - 1,976,202,744 1,845,174,420 - 131,028,324

地方道路譲与税譲与金に必要な経
費

2,600 - - - - - 2,600 0 - 2,599

52,016,246,023 342,995,100 - - - - 52,359,241,123 51,724,168,315 251,143,019 383,929,788

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．交付税及び譲与税配付金特別会計のうち、交通安全対策特別交付金に係る政策については、警察庁において公表。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
４．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額 備考

合　　　　　　　計

前年度繰越額 予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

流用等増△減額 予算決定後移替増△減額

地方行財政

歳出予算現額政策評価体系 項 事項 歳出予算額



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管）国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府、復興庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省及び防衛省　　　　　　　　　　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

254,390,985 - - - - - 254,390,985 254,390,985 - -

地方財源の確保と地方財
政の健全化

総務本省 地方交付税交付金 地方交付税交付金財源の交
付税及び譲与税配付金特別
会計へ繰入れに必要な経費

254,390,985 - - - - - 254,390,985 254,390,985 - -

273,187 150,898 - - - - 424,085 139,516 231,106 53,462

原子力災害復興再生支
援事業費

原子力災害からの復興再生
の支援に必要な経費

96,609 - - - - - 96,609 - 96,609 - 復興庁所管から移替
             　　 96,609千円

生活基盤行政復興政策
費

情報通信技術の利活用高度
化に必要な経費

126,339 47,075 - - - - 173,414 50,080 97,632 25,701 復興庁所管から移替
           　　 126,339千円

情報通信技術利用環境の
整備

総務本省 生活基盤行政復興政策
費

情報通信技術の利用環境整
備に必要な経費

50,239 103,823 - - - - 154,062 89,436 36,865 27,761 復興庁所管から移替
                  50,239千円

1,184,497 5,144,298 - - - 14,779 6,343,574 3,061,007 920,286 2,362,280

生活基盤行政復興政策
費

消防防災体制等の整備に必
要な経費

150,308 - - - - 14,779 165,087 164,723 - 363 復興庁所管から移替
       　       150,308千円

生活基盤行政復興事業
費

消防防災体制等の整備に必
要な経費

1,034,189 5,144,298 - - - - 6,178,487 2,896,284 920,286 2,361,917 復興庁所管から移替
              1,034,189千円

255,848,669 5,295,196 - - - 14,779 261,158,644 257,591,509 1,151,392 2,415,742

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．東日本大震災復興特別会計のうち、総務省所管分のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。
４．千円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

地方行財政

情報通信（ＩＣＴ政策）

国民生活と安心・安全

予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

情報通信技術高度利活用
の推進

総務本省

予算決定後移替増△減額 歳出予算現額政策評価体系 組織 項 事項

合　　　　　　　計

翌年度繰越額 差引額 備考

消防防災体制の充実強化 消防庁

支出済歳出額歳出予算額 前年度繰越額 流用等増△減額
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